




















は, 文献研究と面接調査による質的研究と質問紙調査による量的研究の方法を用いた.  
論文構成はⅢ部 10章で構成され, 第 1部を序論（理論研究）とし, 第Ⅱ部を本論（実証研究）, 
第Ⅲ部を総括（総合考察, まとめ）とした.  
第Ⅰ部 序論（理論研究） 
第 1章 成年後見制度における市民後見人に関する研究動向 
成年後見制度の理念および内容について概観し, 第三者後見人の選任動向, 成年後見制度にお
ける課題への対応などの現状を整理した. 次に, 市民後見人をめぐる動向では, 市民後見人が育




見人等の概要, 活動内容等の分析を通じて, 市民後見人の社会的役割を明らかにし, 継続的支援
について提言する必要性を論じた.  
第 2章 目的と研究構成 
本論文の目的を示し, 研究構成について説明した.  
第Ⅱ部 本論（実証研究） 









れた. したがって, 市民後見人の社会的役割は,  市民として対等な立場で①被後見人が『個人と
しての存在が認められ価値がある人として大切にされる』という視点を持った後見活動を行うこ
と, ②最善を共に考え, その実現に向けて支援すること, ③成年後見制度がより良い制度となる
ように提言することではないかと考えられた.   
第 4章 身上監護における被後見人の最善の利益を導き出す過程（研究 1-2） 
居所の選択,終末期の介護・医療契約など法律行為で求められる二項対立型の選択では, 意思疎
通が困難な被後見人の最善の利益をめぐって後見人の心は揺れ動くことが示された. 後見人には
居所指定権のない被後見人の居所移動が検討された 3 事例について, イギリス 2005 年意思能力
法の行動指針に基づき, 在宅生活の継続か施設入所か, 被後見人の最善の利益を導き出す過程を
考察した.  
その結果, 最善の利益を導き出す過程において, ①被後見人に直接会う, ②支援関係者と協議
する, ③被後見人の今ある能力に着目する, ④被後見人の力が発揮できるよう環境を整えるとい
った後見人の行動が共通して確認された. また, 被後見人と支援関係者との意向が異なる場合は, 
被後見人を交えて支援関係者と協議し議論を尽くす, その判断過程が重要であることが示唆され
た.  
第 5章, 第６章では, 市民後見人の受任促進のために, 市民後見人とその受任ケースの現況を
正しくとらえることの必要性から, 市民後見人の受任実績が豊富な実施機関に登録し活動する市
民後見人に焦点をあて, 質問紙調査によって活動内容の現状分析を行った.  
第 5章 市民後見人選任基準と実際の市民後見人受任ケースとの比較 (研究 2-1） 
市民後見人受任ケースは,「選任基準」に沿った選任がなされており, 大半が市町村長申立, 低
資産, 施設入所であることが示された. その上で, 困難化が予想される在宅ケースや親族申立ケ
ースが少数であるが選任されており, 「選任基準」が一部柔軟に運用されていた. 一方で被後見

























制度を担う運用評価, ③一般市民として制度の第三者評価, この 3つの観点より, 制度について
評価可能な立ち位置にあると考えられた.  
第７章 市民後見人の後見活動の現状と課題:終末期活動を取り上げて（研究 3） 
終末期医療における倫理的な問題への対応や家族・親族との意見調整などで「困難感」「負担感」
が最大となる終末期において, 市民後見人が果たした役割を事例から明らかにし, 本論文の知見









第 8章 市民後見支援・監督の現状と課題（研究 4） 
独自養成実績のある組織で活動する市民後見人は, 後見事務上の困難さが軽減される傾向にあ













うこと, ②最善を共に考え, その実現に向けて支援すること, ③成年後見制度がより良い制度と










参画するなど, 自主的な活動が行えるよう組織化への支援が挙げられる. 一方で, 市民後見人は
市町村長申立案件のように, 保護を受ける本人に対する行政の責務として, その人権を保障すべ
き案件を受任しており, しかも活動は報酬を期待しない社会貢献を基本としている. よって, 市
民後見人を公共的な後見人として公的な支援システムに位置づけて行くことが重要である.  
